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ごあいさつ�

　株主の皆様には、ますますご清祥のことと心からお喜
び申しあげます。�
　平素は格別のご支援を賜り、有り難く厚くお礼申しあ
げます。�
　さて、第９３期中間事業報告書をお届けするにあたり
まして、一言ごあいさつ申しあげます。�
　当上半期のわが国経済は、輸出や民間設備投資に緩や
かな持ち直し傾向が見られ、株価にも回復の兆しが現れ
はじめたものの、個人消費は力強さを欠き、総じて厳し
い状況で推移いたしました。�
　当社グループの属する業界におきましても、天候不順
の影響で消費が冷え込み、末端の販売が低調に推移した
ことに加え、素材販売においても輸入品の浸透により国
内生産拠点の空洞化が進み、引き続き厳しい経営環境と
なりました。�
　このような状況のもと、当社グループは本年４月より
新中期経営３ヵ年計画「ニューステージ２１」をスター
トさせ、新たな時代に対応したコア技術による独自素材
の開発力と一貫生産の強みを基盤に、競争優位事業の拡
大ならびに新市場の開拓に努め、収益力の向上を図りま
した。�
　しかしながら、生活資材商品の市場縮小、不織布製品
の競争激化および化成品事業の国内受注減少のため、当
中間期における連結売上高は前年同期比１２.４％減、４４
億７千７百万円減収の３１６億３千４百万円となりました。
また、利益面においては繊維関係の各事業分野が収益を
確保する一方で、化成品事業および非繊維の持分法適用
会社の収益悪化等により、連結営業利益は１０億８百万
円（前年同期比１１.２％減）、連結経常利益は６億２千万
円（前年同期比３７.６％減）となりました。�
　また、特別損益においてグループ企業の再編成に伴う
固定資産売却益を計上する一方、事業構造改革費用を引
き当てたことなどにより、税金等調整前中間純利益は
１１億１千９百万円、連結中間純利益は１億２千１百万
円（前年同期比４５.８％増）となりました。�
　なお、当中間期における単独決算につきましては、売
上高１９０億４千２百万円、経常利益４億５千５百万円、
中間純利益１億８千８百万円となりました。�
　�

　以上のような状況から、中間配当につきましては見送
らせていただきましたので、なにとぞ事情ご賢察のうえ、
格別のご理解を賜りますようお願い申しあげます。�
　さて、今後の経済情勢につきましては、米国景気の先
行きや為替相場動向など不透明な要素が多く、国内にお
いても、不安定な雇用環境など、消費の停滞を予想させ
る厳しい状況が推察されます。�
　当社グループといたしましては、激変する事業環境に
対処するため、「自己改革」の基本理念のもとで、各分
野のコア技術を基盤に顧客の価値創造へ貢献することに
より、連結収益力を強化してまいります。�
　具体的には、衣料品・生活資材事業においては、徹底
したコスト削減と開発素材を機軸にした商品展開を図る
とともに、ライセンスビジネスの拡大、ＳＰＡ（製造小
売業）への取り組み、かゆみ抑制繊維などにより商品競
争力の強化に努めてまいります。�
　化合繊・機能資材事業では、合繊レーヨン部門におい
て、次世代を担う新製品の早期事業化や当社の持つ固有
技術を活用した事業領域の拡大に取り組んでまいります。
機能資材部門では、ポリプロピレンシート・各種フィル
ター・土木資材など環境をテーマにした商品開発と、抄
紙用具における新たなワイヤー分野での展開ならびに中
国市場への取り組みを推し進めてまいります。�
　化成品・ゴム事業では、このほど本格操業を開始した
中国での電子部品生産拠点の活用機会の拡大、そしてゴ
ム事業における工業用スポンジの用途開発などに積極的
に取り組んでまいります。�
　これらの施策に加えて、開発品を中心とする商品構成、
品揃えを明確に打ち出すため、重点的な経営資源の投入
に加え、グループ会社の管理業務の集約化、グループフ
ァイナンス機能の充実、各事業の自己責任経営の徹底な
らびにリスク管理体制の強化に努めてまいる所存であり
ます。�
　どうか株主の皆様には引き続き倍旧のご支援とご理解
を賜りますようお願い申しあげます。�
�
　　　平成１５年１２月�
               �
　　　　　　　 取締役社長 

１� ２�



決算ハイライト� セグメント別の営業概況�

〈 衣料品・生活資材事業〉�
　製品部門では、冷夏の影響により消費が冷え込みました
が、自社開発素材による一貫生産の強みを活かし、ほぼ前
期並みとなりました。繊維素材部門では、海外品との競合
が一段と激化し、特化素材を軸とした商品展開に注力しま
したが、小ロット化傾向が強まり、売上は減収となりまし
た。利益面では、懸命なコストダウン、販売ルートの見直
し、そして生産・在庫管理の徹底により在庫ロスが減少し
たため大幅な増益となりました。�
　以上の結果、当事業の売上高は１２７億６千９百万円（前
年同期比５.３％減）となり、営業利益は３億５千６百万円
（前年同期比１８７.１％増）となりました。�
�
〈化合繊・機能資材事業〉�
　合繊レーヨン部門では、輸入品の影響による販売単価下
落により採算悪化が鮮明になるなか、電材用途のほか新規
用途開発に努めましたが、減収減益となりました。�
　機能資材部門では、ドライヤーカンバス関連は、製紙業
界の統合により需要が低迷し、製品価格の下落もあったた
め、減収減益となりました。機能製品は、ＩＴ関連業界の
需要の伸びにより、カートリッジフィルターが堅調に推移
し、土木資材でも環境対応素材である緑化基盤材が数量を
伸ばしたため増収増益となりました。�
　以上の結果、当事業の売上高は１５３億９千３百万円（前
年同期比６.８％減）となり、営業利益は６億２千９百万円
（前年同期比１３.５％減）となりました。�
�
〈化成品・ゴム事業〉�
　化成品部門では、顧客の海外移転が響き、売上、利益と
も大幅な減少となりました。�
　ゴム部門では、車両関連、建材用途のほか、新規開発商
品の工業用スポンジが健闘し、増収増益となりました。�
　以上の結果、当事業の売上高は２３億４千７百万円（前
年同期比５２.７％減）となり、営業損失は５千１百万円と
なりました。�
�
〈その他事業〉�
　その他事業では、コンピュータ受託部門が売上を伸ばした
ものの、ホテル部門およびゴルフ場部門において、来場
者数の減少や客単価の低迷から減収減益となりました。�
　以上の結果、当事業の売上高は１５億７百万円（前年
同期比２.９％減）となり、営業利益は７千４百万円（前
年同期比５５.４％減）となりました。�
（各事業セグメントの売上高には、事業収益の測定のためセグメント間の内部売上高を含めております。）�

３� ４�

（セグメント別売上構成比の算出にあたっては、セグメント間の内部売上高を消去しております。）�

２．セグメント別売上構成�

１．連結業績等の推移�

売 上 高 �

経 常 利 益 �

当期 純 利 益 �

株 主 資 本 �

総 資 産 額 �

１株当たり純資産�

１株当たり配当額�

連 結 子 会 社 数 �

持分法適用会社数�

（百万円）�

（百万円）�

（百万円）�

（百万円）�

（百万円）�

（円）�

（円）�

３１,６３４�

６２０�

１２１�

２５,９９９�

９０,２３７�

１９９.５８�

－�

２７�

１２�

７０,３３８�

２,２７３�

 ２７０�

２４,９５３�

９０,７６８�

１９１.５４�

２.００�

２５�

１２�

３６,１１１�

９９３�

８３�

２４,８８９�

９４,７３３�

１９１.０２�

－�

２４�

１２�

７６,８６５�

１,９５２�

△  １,６８４�

２５,２４２�

１００,７６６�

１９３.５２�

－�

２４�

１２�

３９,５７４�

５４０�

１７９�

１９,０１０�

１０５,０１３�

１４５.７４�

－�

２６�

１２�

９１期�

�

９２期�

�

９３期�

�
（平成１４年３月期）� （平成１５年３月期）� （平成１６年３月期）�

上半期� 通　期� 上半期� 通　期� 上半期�

衣料品・生活資材�
40.0％�

化合繊・機能資材�
48.5％�

化成品・ゴム�
7.4％�

その他�
4.1％�



中間連結財務諸表�

５� ６�

中間連結貸借対照表の要旨（平成１５年９月３０日現在）�

（　資　産　の　部　）�

流　動　資　産�

現 金 及 び 預 金 �

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 �

棚 卸 資 産 �

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

有形固定資産�

建 物 及 び 構 築 物 �

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 �

土  地�

そ の 他 �

無形固定資産�

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

繰　延　資　産�

資　　産　　合　　計� ９４,７３３�９０,２３７�

科　　　　　　目�

（　負　債　の　部　）�
流　動　負　債�

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
一 年 以 内 償 還 社 債 �
そ の 他 �

固　定　負　債�
社 債 �
長 期 借 入 金 �
退 職 給 付 引 当 金 �
事 業 構 造 改 革 引 当 金 �
預 り 保 証 金 �
再評価に係る繰延税金負債�
そ の 他 �

（少数株主持分）�
少数株主持分�

（　資　本　の　部　）�
資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金 �
土 地 再 評 価 差 額 金 �
その他有価証券評価差額金�
為 替 換 算 調 整 勘 定 �
自 己 株 式 �

負債、少数株主持分及び資本合計� ９４,７３３�

科　　　　　　目�

（単位：百万円）�

中間連結キャッシュ・フロー計算書の要旨（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）�

１,９８５�

１７４�

△２,９６５�

△２０�

△８２６�

６,５２５�

５,６９９�

４,９４０�

△１３７�

△５,８４７�

△ ２２�

△１,０６７�

６,５２５�

５,４５７�

営業活動によるキャッシュ・フロー�

投資活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�

現金及び現金同等物に係る換算差額�

現 金 及び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 �

現金及び現金同等物の期首残高�

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高�

科　　　　　　目�

（単位：百万円）�

（６８,６０８）�
４１,７８３�
１３,７２７�
２３,５７９�
１,０００�
３,４７６�
２６,８２４�
５,８００�
７,６５７�
３,３２９�
１,１１５�
４,３７７�
３,６０７�
９３７�

（１,２３５）�
１,２３５�

（２４,８８９）�
１８,１８１�
１７４�
４,３１８�
４,９８２�

△６�
△２,７４４�

△１５�

（単位：百万円）�

中間連結損益計算書の要旨（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）�

営　業　収　益�
売 上 高 �

営　業　費　用�
売 上 原 価 �
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 �

営　業　利　益�
営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用�

経　常　利　益�
特　別　利　益�

（ うち 固 定 資 産 売 却 益 ）�
特　別　損　失�

（うち固定資産除却売却損）�
（うち投資有価証券等評価損）�
（うち事 業 構 造 改 革 費 用）�
（うち厚生年金基金代行部分返上損）�

税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
少 数 株 主 利 益（ 減 算 ）�

中 間（ 当 期 ）純 利 益 �

科　　　　　　目�

３１,６３４�
３１,６３４�
３０,６２５�
２５,１６４�
５,４６１�
１,００８�
２６７�
６５６�
６２０�
１,０５７�
（１,００８）�
５５８�
（－）�
（４２）�
（４７３）�
（－）�
１,１１９�
８２６�
△１４９�
３２０�

７０,３３８�
７０,３３８�
６７,８２２�
５７,２２５�
１０,５９６�
２,５１６�
７９７�
１,０４０�
２,２７３�
３３０�
（１８３）�
２,２７３�
（１７０）�
（８４４）�
（１４４）�
（９６０）�
３３０�
２６０�
△２７５�
７４�

９０,７６８�

（９０,７６８）�

３３,１２５�

５,６１５�

１７,７９３�

７,２３７�

２,８１０�

△３３１�

３８,５９６�

８,７３８�

７,４２８�

２１,８１５�

６１５�

８５０�

１８,１９２�

１１,４８２�

７,０６０�

△３５０�

４�

９０,７６８�

（６４,５８５）�
３９,６６０�
１３,１８３�
２１,００７�
１,７００�
３,７６９�
２４,９２４�
５,６００�
６,８７５�
３,５９１�
３７５�
４,３０９�
３,２７３�
８９９�

（１,２３０）�
１,２３０�

（２４,９５３）�
１８,１８１�
１７４�
４,８１０�
４,７８９�
△２７３�

△２,７１１�
△１７�

（９４,７３３）�

３４,６９６�

５,９１４�

１８,９７７�

８,２２４�

１,８８８�

△３０８�

３９,３６２�

８,９２６�

７,４３９�

２２,３８７�

６０８�

８５６�

１９,８１２�

１２,１２２�

８,１５８�

△４６８�

５�

前中間期（９２期）�

（９０,２３７）�

３３,２８８�

５,２９５�

１６,５２８�

７,４５３�

４,３８３�

△３７２�

３７,７８８�

８,５７７�

７,２６２�

２１,３３１�

６１７�

８４０�

１８,２２６�

１２,５７８�

６,０３４�

△３８６�

９３�

当中間期（９３期）� 前期（９２期）� 前中間期（９２期）�

９０,２３７�

（６２,６７６）�
３６,７７９�
１１,９０７�
１８,５３３�
１,５００�
４,８３８�
２５,８９７�
８,７００�
５,０４３�
３,４７８�
３７０�
４,２３７�
３,２７３�
７９４�

（１,５６０）�
１,５６０�

（２５,９９９）�
１８,１８１�
１７４�
４,６７０�
４,７８９�
７３２�

△２,５３１�
△１７�

当中間期（９３期）� 前期（９２期）�

前中間期（９２期）�

１,１３５�

５０３�

△１,８４８�

２０�

△１８９�

５,４５７�

５,２６８�

当中間期（９３期）� 前期（９２期）�
３６,１１１�
３６,１１１�
３４,９７５�
２９,６３６�
５,３３９�
１,１３５�
４５８�
６０１�
９９３�
２９８�
（１６８）�
１,２５２�
（１６）�
（６１）�
（１４４）�
（９６０）�
３９�
１２８�
△２１９�
４６�

前中間期（９２期）�当中間期（９３期）� 前期（９２期）�

８３�１２１� ２７０�



中間財務諸表（単独）�

７� ８�

中間貸借対照表の要旨（平成１５年９月３０日現在）�

（　資　産　の　部　）�
流　動　資　産�

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形 ・ 売 掛 金 �
棚 卸 資 産 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

有形固定資産�
建 物 �
機 械 装 置 �
土 地 �
そ の 他 �

無形固定資産�
投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �
子 会 社 株 式・子 会 社 出 資 金 �
長 期 貸 付 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �
上場関係会社株式評価引当金�

繰　延　資　産�

資　　産　　合　　計�

科　　　　　　目�

（単位：百万円）�

中間損益計算書の要旨（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）�

２０,３５８�
２０,３５８�
１９,８９８�
１７,４４３�
２,４５５�
４５９�
２７２�
４３０�
３０１�
８９�
（－）�
１,０７５�
（－）�
（４２）�
（９６０）�
△６８４�
△１１１�
△３３８�
△２３４�
－�
－�

△２３４�

１９,０４２�
１９,０４２�
１８,４３２�
１５,９６４�
２,４６８�
６０９�
２４５�
４００�
４５５�
３４�
（－）�
５１�
（－）�
（４１）�
（－）�
４３８�
△３６�
２８５�
１８８�
５９０�
－�
７７９�

４０,７０８�
４０,７０８�
３９,４０７�
３４,６２８�
４,７７９�
１,３０１�
４８５�
７２３�
１,０６３�
１,０６９�
（１,０００）�
１,９０６�
（１５３）�
（６７５）�
（９６０）�
２２５�
△２１５�
△１３０�
５７２�
－�
３０５�
８７７�

営　業　収　益�
売 上 高 �

営　業　費　用�
売 上 原 価 �
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 �

営　業　利　益�
営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用�

経　常　利　益�
特　別　利　益�

（うち上場関係会社株式評価引当金戻入益）�
特　別　損　失�

（うち固定資産除却売却損）�
（うち投資有価証券等評価損）�
（うち厚生年金基金代行部分返上損）�
税引前中間（当期）純利益（△損失）�
法 人 税 、住 民 税 及び 事 業 税 �
法 人 税 等 調 整 額 �
中間（当期）純利益（△損失）�
前 期 繰 越 利 益 �
土地再評価差額金取崩額�
中間（当期）未処分利益（△未処理損失）�

科　　　　　　目�

（　負　債　の　部　）�
流　動　負　債�

支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
社 債（１年 以 内 償 還 予 定 ）�
未 払 費 用�
そ の 他 �

固　定　負　債�
社 債 �
長 期 借 入 金 �
預 り 保 証 金 �
再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
関 係 会 社 事 業 損 失引当金 �
事 業 構 造 改 革 引 当 金 �
そ の 他 �

（　資　本　の　部　）�
資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金 �
土 地 再 評 価 差 額 金 �
株 式 等 評 価 差 額 金 �
自 己 株 式 �

負債及び資本合計�

科　　　　　　目�

（単位：百万円）�

（５６,５７２）�
３０,３２７�
２,１５８�
６,８１２�
１９,１０１�
１,０００�
２７２�
９８２�

２６,２４５�
５,４００�
２,５９５�
４,０１３�
３,６０７�
２,３８６�
７,２２５�
７４５�
２７２�

（２３,０４７）�
１８,１８１�
１７４�
△２３４�
４,９８２�
△５４�
△２�

（５２,７４６）�
２６,９５１�
１,８５５�
６,９３１�
１５,６６９�
１,１００�
２５１�
１,１４２�
２５,７９４�
８,２５０�
５０４�
３,８９５�
３,２７３�
２,４３７�
７,２２５�
－�

２０８�

（２４,５４４）�
１８,１８１�
１７４�
８０５�
４,７８９�
５９６�
△３�

（５４,２４８）�
２９,８２８�
２,１２５�
７,２０８�
１７,３８３�
１,７００�
２１２�
１,１９９�
２４,４２０�
５,２００�
１,８９８�
３,９５９�
３,２７３�
２,５７３�
７,２２５�
－�

２９０�

（２３,７１２）�
１８,１８１�
１７４�
８７７�
４,７８９�
△３０８�
△３�

（７９,６２０）�
２２,２９８�
３,８６３�
１１,１３９�
４,９８６�
２２０�
２,２３６�
△１４８�
２２,６６１�
３,３２４�
１,８０３�
１６,６１３�
９１９�
３５�

３４,６１９�
９,１６４�
５,７９１�
１３,９１０�
５,９１３�
１,２７６�
△４３６�

△１,０００�
５�

（７７,２９０）�
２０,９１４�
３,２５８�
１０,２９４�
４,２４０�
９１０�
２,３５１�
△１４１�
２１,９６０�
３,２６６�
１,７０６�
１６,０７４�
９１２�
３４�

３４,２９５�
９,５９３�
５,８２１�
１４,１５８�
４,０６１�
１,０２９�
△３６７�
－�
８５�

（７７,９６０）�
２２,１７３�
３,４０１�
１１,１７６�
４,０１５�
７１５�
３,０２０�
△１５６�
２２,０１２�
３,２３７�
１,７７４�
１６,０７４�
９２５�
３４�

３３,７３５�
８,５２４�
５,８２１�
１３,６７２�
４,９４９�
１,０７３�
△３０７�
－�
４�

前中間期（９２期）�当中間期（９３期）� 前期（９２期）�

７７,２９０� ７７,９６０�７９,６２０�

前中間期（９２期）�当中間期（９３期）� 前期（９２期）�

７７,２９０� ７７,９６０�７９,６２０�

前中間期（９２期）�当中間期（９３期）� 前期（９２期）�



株式の状況� 重要な子会社等の状況�

９� １０�

 平成１５年９月３０日現在�

会社が発行する株式の総数 ２７８，８１１，０００株�

発 行 済 株 式 総 数 １３０，４４３，９４６株�
（注）上記のうち４６,９７８株を自己株式として保有しております。�

株 　 　 主 　 　 数 １８,０９３名�
�

大　株　主�

連結子会社は２７社、持分法適用会社は１２社です。�
主な会社は以下のとおりです。�

（注）１ 資本金は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。�
　　　２ 議決権比率欄の下段カッコ内の数字は、当社子会社の持株を�
 含めた議決権比率であります。�

会　　　　社　　　　名� 資本金�
（百万円）�

議決権比率�
（％）�

主要な事業内容�

ダイワボウレーヨン株式会社�１，２００� １００．０�
スフ綿・スフ糸の製

造、販売�

製紙用カンバス・合

繊綿・不織布の販売�

カンボウプラス株 式 会 社 �１，０２０� ４９．２�
（５１．３）�

綿・化合繊布等の染

色、樹脂防水加工�

ダイワボウアドバンス株式会社� ８０� １００．０� 衣料品の販売�

ダイワボウポリテック株式会社� ５０� １００．０�
合繊綿・不織布・産

業資材の製造�

ダイワシ ザイ株 式 会 社 � ４５� １００.０�

紡績糸・織物の製造�ダイワボウマテリアルズ株式会社� ５０� １００.０�

大 洋 化 成 株 式 会 社 � ４９０� １００．０�
電気機器組立、レジャ

ー機器の製造、販売�

大 和 紡 観 光 株 式 会 社 � ５０� １００．０� ホ テ ル 業�

共 和 株 式 会 社 �１４８� １００．０� 不 動 産 業�

ＤＡＩＷＡ  ＤＯ  ＢＲＡＳＩＬ�
ＴＥＸＴＩＬ  ＬＴＤＡ�

（出資金）�
１２，０００�
千レアル�

９０．０� 綿 紡 績�

蘇州大和針織服装有限公司�
（出資金）�
５，４９８�
千ＵＳドル�

７６.７� 衣料品の縫製�

ダイワボウ情報システム株式会社�９，３１８� １９.２�
（２３．７）�

情報処理機器・通信

機器の販売�

株式会社オーエム製作所�１，６６０� ２８.０�
工作機械、自動機械

の製造、販売�

株　　　　主　　　　名� 所有株式数�
（千株）�

議決権比率�
（％）�

Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 �５,０１４� ３.９０�

� ４,７７７� ３.７２�

みずほコーポレート銀行� ４,０８６� ３.１８�

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 � ４,０００� ３.１１�

日本 興 亜 損 害 保 険 株 式 会 社 � ３,３２８� ２.５９�

日 本 ト ラ ス テ ィ・ サ ー ビ ス�
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ）� ２,２９２� １.７８�

Ｕ ＦＪ 信 託 銀 行 株 式 会 社 �
（信託勘定Ａ口）� ２,１９９� １.７１�

株式会社�

株式会社�

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト �
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ）�

平成１５年９月３０日現在�



役　員� 会社の概要�

従業員の状況�

１１� １２�

創 立 �

資 本 金 �

本 社 �

�

東 京 支 店 �

�

�

�
�
（〒５４１－００５６）�
�
（〒１０３－００２７）�

�

昭和１６年４月１日�
１８，１８１，６４７，３００円�
大阪市中央区久太郎町３丁目６番８号 御堂筋ダイワビル�
電話　大　阪（０６）６２８１－２３２５�
東京都中央区日本橋３丁目９番２号 第二丸善ビル�
電話　東　京（０３）３２７５－４６００�
当社の概要、トピックス等はインターネットホームページでもご覧になれます。�

ホームページアドレス  http://www.daiwabo.co.jp/

株 主 メ モ �

連 　 結 � ３，９９６名�

単 　 独 � ３６５名�

�

（注）常勤監査役　吉本隆太郎、監査役　近江紘一の両氏は、株式会社の監
査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監
査役であります。�

平成１５年９月３０日現在�

（お問い合せ先）�

決　　算　　期　３月３１日�
定時株主総会　３月３１日の翌日から３か月以内�
基　　準　　日　３月３１日�

その他必要があるときは、あらかじめ公告して�
定める日�

公告掲載新聞　日本経済新聞�
なお、平成１５年３月期より貸借対照表および損益
計算書の開示は、当社ホームページに掲載してお
ります。�
ホームページアドレス　http://www.daiwabo.co.jp/kessan/index.html�

名義書換代理人　ＵＦＪ信託銀行株式会社�
同事務取扱場所　大阪市中央区伏見町３丁目６番３号（〒５４１－８５０２）�
 ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪支店　証券代行部�
　　　　　　　　電話　大　阪（０６）６２２９－３０１１（代表）�
同　取　次　所　ＵＦＪ信託銀行株式会社　本店・各支店�
　　　　　　　　野村 證 券 株 式 会 社　本店・各支店�

※株式関係のお手続き用紙の請求は、次のＵＦＪ信託銀行の電話およ
びインターネットホームページでも２４時間承っております。�

電　話（通話料無料）　０１２０－２４－４４７９（本店証券代行部）�
　　　　　　　　　　　０１２０－６８－４４７９（大阪支店証券代行部）�
ホームページアドレス　http://www.ufjtrustbank.co.jp/�

単元未満株式（１,０００株未満の株式）の買取請求を上
記の名義書換代理人にて受け付けております。なお、
株券保管振替制度により株券を証券会社等に預託
されている場合には、お取引の証券会社等にお申
し出ください。�
平成１５年４月１日施行の商法改正により「株券失
効制度」が創設され、株券を喪失された場合の手
続が従来の公示催告・除権判決に基づく再発行手
続より簡便となりました。詳細は名義書換代理人
にご照会ください。�
東京・大阪�

単元未満株式�
の 買 取 請 求 �

株券失効制度�

上場証券取引所�

 平成１５年９月３０日現在�

取締役会長 武 藤 治 太�

取締役社長 菅 野 　 肇�

専務取締役 田 村 紀 男�

常務取締役 小 林 武 紀�

常務取締役 阪 口 政 明 �

取　締　役 長 　 裕 美�

取　締　役 北 　 孝 一 �

取　締　役 山 村 芳 郎 �

取　締　役 門 前 英 樹 �

常勤監査役 吉 本 隆 太 郎�

監　査　役 白 木 健 智 �

監　査　役 近 江 紘 一 �



トピックス�

新ブランド「ジョン ヘンリー」の展開について�

１３�

▼ロゴタイプ�

　当社は、本年７月米国ペリー・エリス・インターナショ
ナル社と「ジョン ヘンリー」に関するライセンス契約を
締結し、２００４年春物から同ブランド事業を開始するこ
とになりました。�
　同ブランドは、ビジネスのオンタイムからオフにかけ
て着こなせるドレスアップされたカジュアルウエアをコンセプト
に、紳士アパレルを中心に拡大しています。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
　今後は、アメリカンブランドとしての「自由」と「ゆ
とり」、欧州風の洗練された「綺麗さ」を取り入れ、当
社にとって新しい領域である総合紳士ブランドとして取り
組んでまいります。�
　「ハンテン」、「グ
ウジ」に続くマスター
ライセンスブランドとして、
今後の事業戦略の一
翼を担うべく展開い
たします。�
�

▲ジョンヘンリー発表記者会見�

１４�

Daiwabo Co., Ltd.


